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※1 ナッジ 

英語では、「nudge：そっと後押しする」という意味で、行動科学等の理論に基づき情報発信等により行動変容を促す手法のことを

指す。 

 

※2 日本版ナッジ・ユニット 

関係省庁や環境省「平成29年度低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）による家庭等の自発的対策推進事業」における採

択事業者、産業界や専門家等から成る産学官連携の取り組みのこと。構成メンバーは、今後随時募集・追加していくこととしている。

同事業をはじめとする環境・エネルギー分野はもとより、幅広い分野での課題の解決に向けたナッジ手法の適用について検討を進

め、ナッジに関する方法論や課題、対応方策等を共有していくことが予定されている。また、欧米等先行する諸外国の政府関連機

関、実務者、有識者等とも、情報共有や協調していくことが予定されている。 

http://www.env.go.jp/press/103926.html 
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